
○ 長崎県市町村職員共済組合職員宿舎規程 

 

平成２７年３月１０日 

規 程 第 ２ ４ ８ 号 

 

 （目的） 

第１条 この規程は、長崎県市町村職員共済組合職員（以下「職員」という。）の

宿舎の使用及び管理に関し、基本的事項を定めることを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に

定めるところによる。 

⑴ 宿舎 職員及び主としてその収入により生計を維持する者を居住させるため、

長崎県市町村職員共済組合（以下「組合」という。）が借り上げる居住用の家

屋及び家屋の部分並びにこれらに附帯する工作物その他の施設をいう。 

⑵ 使用者 宿舎の使用承認を受けた者をいう。 

 （宿舎の設置方法等） 

第３条 宿舎は、住宅を借り上げて設置するものとする。 

 （宿舎の貸与） 

第４条 宿舎は、次に掲げる場合において、職員のために予算の範囲内で設置し、

有料で貸与することができる。 

⑴ 職員の職務に関連して組合の事務又は事業の運営に必要と認められる場合 

⑵ 職員の在勤地における住宅不足により組合の事務又は事業の運営に支障をき

たすおそれがあると認められる場合 

 （宿舎を貸与する者の選定） 

第５条 宿舎を貸与する者の選定に当たっては、組合は、国家公務員宿舎法（昭和

２４年５月３０日法律第１１７号。以下「宿舎法」という。）の例により、組合

の事務又は事業の円滑な運営の必要に基き公平に行わなければならない。 

 （使用の承認申請） 

第６条 宿舎に入居しようとする者は、理事長に職員宿舎使用承認申請書（様式第

１号）を提出しなければならない。 

（使用の承認等） 

第７条 理事長は、前条に規定する職員宿舎使用承認申請書を受理したときは、こ

れを審査し、宿舎の使用の可否を決定するものとする。 

２ 理事長は前項の規定により宿舎の使用を決定したときは、使用者に対して職員

宿舎使用承認書（様式第２号）を交付するものとする。 

 （使用料） 

第８条 宿舎の使用料は、月額によるものとし、その算定方法は宿舎法の規定に準



じ、理事長が定めたものとする。 

２ 新たに宿舎の使用承認を受け、又はこれを明け渡した場合におけるその月分の

使用料は、日割りにより計算した額とする。 

３ 使用者は、使用料を毎月、給与支給日に組合に納入しなければならない。 

４ 使用者が第１２条第１項第１号又は第２号の規定に該当することとなったとき

は、その者又はその同居者は、その該当することとなった日から同項の規定によ

る明渡日までの期間の使用料を毎月、その月末までに組合に納入しなければなら

ない。 

５ 前項の規定により同居者が納入すべき宿舎の使用料に係る債務については、同

居者の全員が連帯してその責に任ずるものとする。 

 （経費の負担） 

第９条 使用者は、宿舎の使用につき必要とする電気、ガス、水道、共益費及びそ

の他理事長の指定する経費を負担しなければならない。 

 （使用上の義務） 

第１０条 使用者は、善良な管理者の注意をもって、宿舎を使用しなければならな

い。 

２ 使用者は、その貸与を受けた宿舎の全部若しくは一部を第三者に貸し付け、居

住の用以外の用に供し、又は理事長の承認を受けないで宿舎の改造、模様替、そ

の他の工事を行ってはならない。 

３ 使用者は、その責に帰すべき事由により宿舎を滅失し、損傷し、又は汚損した

ときは、遅滞なく、これを原状に回復し、又はその損害を賠償しなければならな

い。 

４ 第８条第５項の規定は、使用者の同居者が第１項又は第２項の規定に違反した

ことに基因する債務及び前項の規定による原状回復又は損害賠償に係る債務につ

いて準用する。 

 （同居の承認申請） 

第１１条 使用者は、主としてその収入により生計を維持する者以外の者を臨時に

同居させようとするときは、あらかじめ職員宿舎臨時同居承認申請書（様式第３

号）を提出し、理事長の承認を受けなければならない。 

 （宿舎の明渡し） 

第１２条 使用者は、次の各号の一に該当することとなった場合においては、その

該当することとなった日から２０日以内に、宿舎を明け渡さなければならない。

ただし、特別の理由がある場合は、理事長の承認を受けて、その該当することと

なった日から６月の範囲内において理事長の指定する期間、引き続き宿舎を使用

することができる。 

⑴ 職員でなくなったとき 

⑵ 死亡したとき 



⑶ 職員宿舎使用承認書に記載された宿舎入居年月日から起算して１５年を経過

したとき 

⑷ 使用料の未納又は第１０条に規定する使用上の義務違反その他特別の理由に

より理事長より明け渡しを請求されたとき 

２ 使用者が前項の規定に違反して宿舎を明け渡さないときは、使用者は、明渡期

日の翌日から明け渡した日までの期間に応ずる損害賠償金を支払わなければなら

ない。この場合において、その損害賠償金の額は、当該宿舎の当該期間に応ずる

使用料の額の３倍に相当する金額とする。 

３ 第８条第５項の規定は、前項の規定により使用者が支払うべき損害賠償金に係

る債務について準用する。 

４ 宿舎を明け渡そうとする者は、職員宿舎退去届（様式第４号）を理事長に提出

し、宿舎の異常の有無について検査を受け、異常の指摘を受けたときは、原状に

回復しなければならない。 

５ 前項の規定による原状回復にかかる費用は、使用者の負担とする。 

 （その他） 

第１３条 この規定に定めるもののほか、この規程の施行に関し必要な事項は、宿

舎法の例によるものとする。 

 

  附 則 

 この規程は、公布の日から施行する。 



（様式第１号） 

 

職 員 宿 舎 使 用 申 請 書 

 

平成  年  月  日 

  

長崎県市町村職員共済組合理事長 様 

 

 

       職 名 

       氏 名           印 

 

 

下記により、職員宿舎を使用したいので、承認願いたく申請いたします。 

 

 

記 

 

１ 理   由 

 

 

２ 入居希望年月日  平成  年  月  日 

 

 

３ 使用者及びその家族 

氏   名 続 柄 生年月日 備  考 

    

    

    

    

    

 



（様式第２号） 

 

職 員 宿 舎 使 用 承 認 書 

 

 

平成   年  月  日 

 

 様 

 

 

               長崎県市町村職員共済組合理事長 

 

 

下記により、職員宿舎の使用を承認します。 

 

 

 

記 

 

 

１ 宿 舎 名   

 

２ 宿舎所在地   

 

３ 宿舎の面積            平方メートル 

 

４ 使 用 料  （月額）      円 

 

５ 宿舎入居年月日 平成  年  月  日 

 

６ その他    なお、本職員宿舎使用承認書の交付を受け 

    たときは、速やかに、別紙の誓約書を提出し 

    てください。 

 

 



（様式第３号） 

 

職員宿舎臨時同居承認申請書 

 

平成  年  月  日 

 

 

 長崎県市町村職員共済組合理事長 様 

 

 

       職 名 

       氏 名           印 

 

 

 下記により、臨時に職員宿舎に同居させたいので、承認願いたく申請いたしま

す。 

 

記 

 

１ 理 由 

 

 

２ 同居希望期間  自 平成   年   月   日 

              至 平成   年   月   日 

 

 

３ 同 居 者 

（１） 氏 名  

（２） 職 業  

（３） 生 年 月 日  



（様式第４号） 

 

職 員 宿 舎 退 去 届 

 

平成  年  月  日 

 

 

 長崎県市町村職員共済組合理事長 様 

 

 

       職 名 

       氏 名           印 

 

 

 下記の理由により、平成  年  月  日職員宿舎を退去いたします。 

 

 

記 

 

 

（理由） 

 

 

 



（別紙） 

 

誓 約 書 

 

 

平成  年  月  日 

 

長崎県市町村職員共済組合理事長 様 

 

 

職 名 

       氏 名           印 

 

 

 私こと、今般、下記の職員宿舎を使用することを承認されましたが、職員宿

舎の使用に関する一切の事項については、長崎県市町村職員共済組合職員宿舎

規程を了承のうえ、これを誠実に遵守いたします。 

 

 

記 

 

 

 

１ 宿 舎 名   

 

２ 宿舎所在地   

 


